国際私法II 　2009年度春学期末試験 (高橋宏司担当)
甲国に常居所を有する丙国人Aは、乙国に営業所を有する法人Bとの間で、ヨットをBから500万円で購入する契約を締結した。同契約は、甲国に所在するAとBの乙国営業所との間でインターネットを通じて締結された。締結時、Aは、個人的なレジャー目的での購入である旨Bに伝えており、BはAの甲国の常居所を把握していたがAが丙国人であることは知らなかった。

AはC銀行の丙国支店に口座を有していたので、Cに対して、D銀行の乙国支店にBが有する口座に向けて、代金相当額をその支払期限までに送金することを依頼した。Cはこれを引受け、両者間に外国送金契約が締結された。同契約は、甲国に所在するAとCの丙国支店との間で郵便によって締結された。締結時、Aは、送金目的を趣味で使うヨットの代金支払であるとしてCに伝えており、CはAの甲国の常居所を把握していた。
CはDと直接の取引関係がなかったので、E銀行に仲介を依頼し、Eはこれを引受けた。ところが、Eの乙国支店は重過失によってDに対する指示を誤り、その結果、Dの乙国支店にFが有する口座に入金が行われ、Bの口座に入金がないままにヨットの代金支払期限が過ぎた。
以上の状況の下で、以下の独立した各問いに答えよ。なお、請求はすべて日本の裁判所でなされ、日本に国際裁判管轄があるものとする。

(1) Bが、Aの代金不払いを理由に、ヨットの売買契約違反の損害賠償を請求してきたので、Aは同契約を取消したいと思っている。Aは契約時19才で、同契約を単独で締結した。同契約の締結過程において、AはBの乙国営業所を何度も訪れ、ヨットの品定めと価格交渉を行っていた。成年年齢は、甲国法および乙国法では18才、丙国法では20才となっている。いずれの法の下でも、未成年者が単独で締結した契約は、同人が取消しうることとなっている。Aは本件契約を取消すことができるか。(筆記試験総計80点中10点)
(2) Bが、Aの代金不払いを理由に、ヨットの売買契約違反の損害賠償を請求してきたので、Aは同契約を取消したいと思っている。契約時にAが行為能力を有していたとして、Aに法的助言を与えよ。なお、契約当時、Bは、自社の乙国営業所にヨットの品質検査用の器具が揃っていることをAに伝えて、ヨットの引渡しを同地で受けることをAに勧め、Aはこれを受諾していた。同契約は、乙国法を準拠法として選択する条項を含んでおり、乙国法の下では有効に成立しているとする。甲国法の下では、インターネットを通じた契約は、所定の技術を使った電子署名を両当事者が付していなければ、いずれの当事者も取消すことができるとされており(「電子署名規定」と呼ばれている)、これと異なる当事者間の合意は無効であると解されている。AB間のヨット売買契約は、この電子署名を使っていない。(25点)
(3) AはFに対して、送金額と利息について、不当利得返還請求した。準拠法は何国法か。(15点)
(4) AはFから送金額と利息の返還を受けることができなかったので、Cに対して、外国送金契約違反に基づき、損害賠償を請求した。顧客から送金を引受けた銀行が、自行以外の銀行の過誤によって送金が失敗した場合に、顧客に対して負うことになる契約責任に関して、甲国法は、送金額とその利息について損害賠償責任を認める規定(「ネットワーク責任規定」と呼ばれている)を置くが、乙国法および丙国法は、一切の損害賠償責任を否定している。いずれの法も当事者間の別段の合意は有効としているが、AC間の本件送金契約にはこの点についての合意はない。同契約が有効に成立しており、同契約の準拠法として丙国法が有効に選択されているものとして、損害賠償請求の可否について、Aに法的助言を与えよ。(15点)
(5) AはFから送金額と利息の返還を受けることができなかった。さらに、本件ヨットの売買契約をBに解除され、Aは参加を予定していた丁国でのヨット・レースに間に合うよう、より高額なヨットを丁国で購入せざるを得なくなった。そこで、送金額と利息およびヨットの差額について、AはEに対して、不法行為に基づく損害賠償を請求した。同請求に甲国法が適用されれば1000万円、乙国法が適用されれば900万円、丙国法が適用されれば800万円、丁国法が適用されれば700万円、日本法が適用されれば600万円の賠償が認められる。Aの請求に対して、いくらの賠償が認められるか。(15点)
